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出産・育児の適齢期に女性の労働力率が低くなる「M字カーブ」について、関東・山梨は全国に比べて落差が大きいなかで企業や行政が改善に向けて取り組んでいる。希望の働き方を選べる職場環境の整備や育児休業の奨励、保育所の設置などで労働力を確保しようとする動きが広がる。

データで読む地域再生

「労働力落差」は20代後半女性の労働力率から、底となる30代の労働力率をマイナスしたものを指す。関東・山梨では山梨県が最も低い5.1ポイントで、群馬（5.9）、茨城（6.7）と続いた。都市部のほうが落差が大きく、埼玉は11.8ポイント、神奈川は13.7ポイントとなり全国で最も差が大きかった。


COCO-LOではあらゆる勤務形態の従業員が活躍している
関東では比較的落差が小さかった群馬県では、民間による職場環境の整備が目立つ。2005年に創業した訪問看護やデイサービスを手掛けるCOCO-LO（ココロ、群馬県桐生市）は、仕事と育児などを両立しやすい職場環境を整えてきた。

育児や介護など家庭の事情に応じて、従業員自らが正社員や準正社員、パートなどから勤務形態を選択でき、勤務時間も4.5〜7.5時間から選べる。一人ひとりの希望の働き方に柔軟に応じた結果、従業員約90人に対して、勤務形態は40パターンを超える。

年に1度、より働きやすい環境になるためにどんな制度が必要かについて社内でアンケートを取る。その結果から毎年新たな休暇制度を発表。授業参観のための休暇やひとり親が取れるシングル子育て休暇などが生まれてきた。雅楽川陽子社長は「自分の意見が通ったと実感すれば社員の会社に対する主体性も生まれる。社内の風通しの良さにもつながる」と話す。

茨城県は若い人に魅力的な働き先を生み出すことが若者の県外流出を防ぐことにつながるとして、女性活用に積極的な県内への企業誘致を進めている。誘致に成功した米化粧品大手エスティ・ローダーの下妻工場（下妻市）では、工場が本格稼働する23年に企業内保育所の開業を予定する。


東京都は従業員の育休取得に取り組む中小企業に奨励金を支給している
30代の女性の労働力率の低下は出産・育児による離職が大きな要因となっている。東京都は大企業に比べて遅れがちな中小企業でも育休制度の整備を促そうと、18年度から女性従業員が1年以上の育休から復職した実績のある中小企業に対し、125万円を奨励金として支払っている。

初年度はわずか17社の利用にとどまったが、年々利用は拡大し21年度は501社となった。21年度までにのべ約1100社に支給し、育休環境の整備に寄与した。男性版の制度においても男性の育休取得率の上昇に伴い、年々利用企業が増えているという。

就業継続には子どもの預け先の確保も欠かせない。都は保育所などの整備にも力を入れており、23区の待機児童は22年4月時点で32人と5年前の5665人から激減している。

首都圏で労働力落差が大きい理由について、埼玉労働局の担当者は「保育所の確保が難しかったり、三世代同居率が低くて祖父母に子どもの世話をお願いしづらかったりすることがあるのではないか」と分析する。


埼玉県は県女性キャリアセンターでの職業訓練講座などにも力を入れている（写真は講座の説明会）
埼玉県は現在離職している人が復職できるようなスキルの取得を促す。22年度に女性のデジタル人材育成推進事業を実施。出産や子育てなどで離職している女性を対象にIT（情報技術）スキルの習得をサポートし、就職活動を支援した。

県の担当者は「今後ますますデジタルトランスフォーメーション（DX）が進むなか、ITスキルを持っていた方が就職がうまくいくと考えた」と話す。23年度は非正規雇用で働く女性でキャリアアップを目指す人も対象に含めて取り組みを進めていく考えだ。

（松隈未帆、田原悠太郎、上月直之、田中博文）





